
サービス付き高齢者向け賃貸住宅に係る固定資産税減額申告書
令和　　年　　月　　日

白老町長　様

　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　１
申告者（納税義務者）氏　名　　　　　　　　　　　　　　　１
電　話　　　　　　　　　　　　　　　１
　地方税法附則第15条の8第4項および、白老町税条例附則第10条の2に基づき、下記のとおり添付書類を添えて申告します。

　

	納税義務者
	住　所
	
	個人・法人番号

	
	氏　名
	
	

	所　有　者
	住　所
	
	個人・法人番号

	
	氏　名
	
	

	

	家屋の内訳
	所在地
	白老町
	家屋番号
	番

	
	構　造
	木造　　その他（　　　　　　　）
	種類・用途
	

	
	床面積
	　　　　　　　㎡　（うち居住の用に供する部分　　　　　　　　　㎡）

	
	
	専有面積　　　　　　㎡　・　共有面積　　　　　　㎡

	
	戸　数
	　　　　　戸

	
	建築年月日
	年　　月　　日
	登記年月日
	年　　月　　日

	備　　　　考
	

	

	添付書類
	・サービス付き高齢者向け住宅として登録した通知書（写し）

・建設費の補助金交付決定通知書（写し）
・住宅の構造が分かる書類（建設確認申請の写し）
・家屋平面図（写し）

	
	
	入　力
	


※　本様式は、A4両面で印刷してください
サービス付き高齢者向け賃貸住宅の新築に伴う固定資産税の減額制度について
　この制度は下記の要件を満たす付きサービス付き高齢者向け賃貸住宅を対象に、翌年度分から5年間分の税額を減額するものです。
　１　減額を受けるための要件

　（１）令和5年3月31日までに新築されたサービス付き高齢者向け賃貸住宅であること
　（２）床面積が一戸あたり(共用部分を含む)30㎡以上210㎡以下であること
　（３）建築基準法による主要構造部が耐火構造または、準耐火建築物であること
　（４）地方公共団体の補助を受けていること 

（５）賃貸住宅の戸数が10戸以上であること
　２　減額となる税額

　　　　新築家屋に係る固定資産税の3分の2
　　　 （ただし、対象となる床面積は1戸あたり120㎡まで）
　３　減額となる期間

　　　　新築した翌年度から5年間
　　　　※この減額措置は、他の減額措置と重複して適用されません。
　４　提出するもの
（１）サービス付き高齢者向け住宅に係る固定資産税減額申告書

（２）サービス付き高齢者向け住宅として登録を受けたことを証する書類（写し）
（３）建設に要する費用について、国または地方公共団体の補助を受けたことを証する書類
（写し）

（４）住宅の構造が分かる書類（建設確認申請の写し）
（５）家屋平面図（写し）
５　提出期限 

　　 　 新築の翌年1月31日まで
　６　その他

　　　　ご不明な点がありましたら、下記あてにお問い合わせをお願いいたします。

【お問い合わせ先】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒059-0995 白老郡白老町大町1丁目1番1号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　白老町役場 税務課 資産税グループ

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　TEL（0144）82-2659

　FAX（0144）82-5574



受付印








